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第１章 特定事業の選定に関する事項

１. 事業内容に関する事項

１.１. 事業の名称 

（仮称）大月市駒橋地区市営住宅建替・定住促進住宅整備事業 （以下、「本事業」という。） 

１.２. 本事業に供される公共施設の種類 

・大月市営住宅駒橋団地（以下、「建替市営住宅」という。） 

・大月市駒橋地区地域優良賃貸住宅（以下、「定住促進住宅」という。） 

※建替市営住宅及び定住促進住宅を総称して、「両施設」という。 

・両施設に係る敷地の造成に伴う道路及び給排水施設等 

１.３. 公共施設等の管理者の名称 

大月市長 小林 信保 

１.４. 事業目的 

本事業は、「大月市第 7 次総合計画」の暮らしやすい環境整備の推進を目的として、民間資

金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成 11年法律第 117 号、以下「Ｐ

ＦＩ法」という。）に基づき、民間のノウハウによる質の高いサービスの導入や市財政の平準化

等を図りつつ、既存市営住宅の建替え及び子育て世帯・新婚世帯を対象とした地域優良賃貸住

宅を供給するものである。 

本事業により、快適な住環境を創出し、総合計画の目標に掲げた、「暮らしやすい環境整備」、

「安心・安全なまちづくり」の実現、定住・移住人口の拡充・増加、子どもと子育てにやさし

い住環境の整備を図るとともに、住宅整備に係る財政負担の軽減を目的として、特に次の７点

に配慮して実施する。 

なお、詳細については、募集要項等（下記第２章 2.1.において定義する意味を有する。以下、

同じ。）において提示する。 

（1） 良質なサービスの提供及びコストの縮減 

本事業実施の全般にわたり、民間の資金、経営能力及び技術的能力を積極的に活用し、効

率的かつ効果的な設計、建設、工事監理及び維持管理を行うことにより、大月市（以下、「市」

という。）に居住することに魅力を感じることができる良質な住環境・生活環境のサービス

提供を図るとともに、市の財政支出の低減・平準化を図ることとする。 

（2） 周辺環境との調和した居住環境の整備 

対象地は、国道 20 号に接しているほか、住宅地に隣接していることから、建築の意匠や

外構の整備等において、居住環境の保全及び周辺環境と調和した施設整備を図ることとする。 
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（3） ユニバーサルデザインへの配慮 

本事業により駒橋地区は子どもからお年寄りまで多世代がともに生活する場となり、整備

後は家族の成長、家族構成及び生活スタイル等が変化することから、ユニバーサルデザイン

の理念を取り入れた建築仕様、間取り、生活動線、コミュニティ形成機能等に配慮する。 

（4） 良好な地域コミュニティの形成や多世代交流のための環境整備 

本事業の周辺地域も含めた多世代の住民の交流を図り、高齢者及び子育て世帯にも配慮し

た、安全・安心なコミュニティ機能の確保を図る。 

（5） 定住環境の向上 

定住促進住宅は、居住者、特に子育て世帯の安心・安全の確保、生活のしやすさに配慮し、

市及び周辺市町村から定住促進住宅への居住意欲の向上と空室率の低減を図るため、建築意

匠、住戸設備等に民間のノウハウ等を最大限に発揮した住宅となることを期待する。 

（6） 地域経済の活性化 

本事業は、市が実施する公共事業であることから、その実施にあたっては、市内企業及び

周辺自治体・企業や市民等の参入による地域経済への貢献がなされるよう配慮する。 

（7） 生活利便施設の設置・誘致（自主事業提案による） 

敷地内又は住棟内に、居住者及び周辺住民の利便性向上やコミュニティ形成に資する施設

等を、敷地内又は住棟内に設置又は誘致し、民間自主事業として運営することは、選定され

た民間事業者（以下、「事業者」という。）の提案により可能とする。 

１.５. 事業手法 

本事業は、ＰＦＩ法に基づき、市が所有する市営駒橋団地の用地に、事業者が新たに両施設

を設計、建設及び工事監理を行い、完成後直ちに市に対して両施設の所有権を移転し、所有権

移転後の事業期間中、維持管理・運営を遂行する方式（BTO：Build Transfer Operate）により

実施する。 

１.６. 業務の範囲 

事業者が実施する業務（以下、「本業務」という。）は次のとおりとする。なお、詳細につい

ては、要求水準書（案）等において提示する。 

（1） 事業計画策定業務 

事業提案書に基づく全体工程計画や業務水準、業務実施体制等を明示した業務全体の事業

計画を策定すること。 

（2） 事前調査に関する業務 

測量調査（現況測量、敷地縦横断測量、敷地境界測量（但し、国道 20号との境界を除

く。）は市で実施済）【実施方針資料４，実施方針資料５】参照

地質調査（敷地内ボーリング調査は市で実施済）【実施方針資料６】参照

周辺環境影響調査（電波障害、風害、家屋調査等）

その他、本事業を実施する上で必要な調査
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※市が提示する調査結果のみでは情報が足りないと事業者が判断する場合には、事業者の

責任及び費用により実施すること。

（3） 既存建築物の解体・撤去 

既存建物等の解体・撤去の設計業務及び関連業務

既存建物等の解体・撤去の工事業務及び関連業務

既存建物等の解体・撤去の工事監理業務及び関連業務

①乃至③の各業務に伴う各種申請等業務

（4） 敷地造成並びに敷地造成に伴う道路及び給排水施設等（以下、「関連公共施設等」という。）

の整備 

敷地造成

場内道路の整備（隣接住宅への道路付け確保及び道路の整備は、市の整備基準に合わ

せること。）

水路の付替及び改修

②の道路整備に伴う上水道の付替及び新設（隣接住宅用）

防火水槽又は消火栓の設置

既存電話ボックスの敷地内移設用地の確保

①乃至⑤の調査・設計、工事業務及び関連業務

①乃至⑤の工事監理業務及び関連業務

①乃至⑦の各業務に伴う許認可、各種申請等業務及び関連業務

（5） 建替市営住宅 

1) 建替市営住宅の整備 

調査・設計業務及び関連業務

（住宅棟の基本設計及び実施設計、並びに敷地全体の外構・駐車場計画を含む。）

建設業務及び関連業務

建設工事監理業務及び関連業務

テレビ電波受信障害対策業務及び関連業務（設置が必要な場合）

設計住宅性能評価の取得

化学物質の室内濃度調査

①乃至⑥の各業務に伴う許認可、各種申請等業務及び関連業務

2) 建替市営住宅の維持管理 

昇降機点検保守管理業務

消防設備等及び建築設備点検保守管理業務

受水槽清掃業務

テレビ電波受信障害対策施設点検保守管理業務（設置する場合）

緊急通報システム点検保守管理業務（設置する場合）

①乃至④の業務に伴う各種申請等業務及び関連業務

植栽・外構・駐車場維持管理業務

居住者の移転に係る現状復旧業務
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維持管理に係る修繕業務（大規模修繕計画立案及び見積業務を含む。但し、大規模修

繕業務を除く。）

（6） 定住促進住宅 

1) 定住促進住宅の整備 

調査・設計業務及び関連業務

（住宅棟の基本設計及び実施設計、並びに敷地全体の外構・駐車場計画を含む。）

建設業務及び関連業務

建設工事監理業務及び関連業務

テレビ電波受信障害対策業務及び関連業務（設置が必要な場合）

設計住宅性能評価の取得

化学物質の室内濃度調査

①乃至⑥の各業務に伴う許認可、各種申請等業務及び関連業務

2) 定住促進住宅の維持管理・運営 

昇降機点検保守管理業務

消防設備等及び建築設備点検保守管理業務

受水槽清掃業務

テレビ電波受信障害対策施設点検保守管理業務（設置する場合）

緊急通報システム点検保守管理業務（設置する場合）

①乃至⑤の業務に伴う各種申請等業務及び関連業務

共用部・敷地内清掃業務

植栽・外構・駐車場保守・維持管理業務

居住者の移転に係る現状復旧業務

維持管理に係る修繕業務（大規模修繕計画立案及び見積業務を含む。但し、大規模修

繕業務を除く。）

入居者募集の宣伝業務及び入居手続業務

敷金・家賃等の徴収及び市への納入業務

（7） その他事業実施に必要な業務 

周辺影響事後調査（電波障害調査、周辺家屋調査等）

近隣対策・対応業務及び関連業務（地元説明会等）

事後対策（電波障害対策、風害対策、周辺家屋補償等）

本事業の完成確認及び引渡しに係る一切の業務

長期修繕計画策定業務

2年点検の実施

交付金等申請関係書類等の作成支援

会計実地検査の支援

その他、上記業務を実施する上で必要な関連業務

（8） 入居者移転支援業務 

1) 本移転計画・準備業務 
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本移転作業に伴う事前調整

本移転に係るスケジュール調整

2) 移転に係る窓口対応業務 

3) 本移転支援業務 

移転説明会の実施

住戸抽選会及び入居住戸決定の支援（日程調整等）

入居説明会の実施及び移転確認

移転日の調整及び本移転先住戸の鍵引渡しの実施

移転料支払等の手続及び支払

4) 本移転作業（引越し）業務 

5) 入居者移転支援業務に係る交付金等申請関係書類等の作成支援業務 

6) 会計実地検査の支援 

7) 業務報告 

8) その他、上記業務を実施する上で必要なもの 

※既存駒橋団地の入居者の仮移転先（石動団地）への移転に係る業務は本業務に含まない。 

（9） 自主事業（事業者の提案により実施を可能とする） 

1) 生活利便性に資する機能の誘致 

2) 自主事業に係る施設の設計・建設、維持管理・運営業務 

3) 自主事業に係る施設に係る所有権移転業務又は定期借地権設定業務 

4) その他、上記業務を実施する上で必要な関連業務 

１.７. 事業期間 

本事業の事業期間は、事業契約に係る市議会の議決を受けた日から、令和 36 年 3 月 31 日ま

での期間とする。 

１.８. 本事業のスケジュール（予定） 

【実施方針資料１】事業スケジュール表（案）のとおりとするが、事業者の提案による工期

の短縮は可能とする。 

１.９. 支払に関する事項 

本事業に係る支払は、建替市営住宅及び定住促進住宅それぞれ個別に行うものとし、支払方

法については次のとおりとする。なお、支払方法の詳細については、募集要項等において提示

する。 

（1） 建替市営住宅 

建替市営住宅に関する市の事業者に対する支払は、事業者が実施する本事業における建

替市営住宅の整備業務に係る対価及び建替市営住宅の維持管理業務に係るサービス対価

とする。 
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市は、建替市営住宅の整備業務に係る対価については、建替市営住宅の市への引渡しが

完了した日から事業期間の終了日までに、事業者に対して、市及び事業者の間で締結する

事業契約に定める額を 30 年間の割賦方式により、年 2 回の 9 月末日及び 3 月末日に元利

均等方式により支払う。 

なお、建替市営住宅に係る事業における設計・建設費は、「公営住宅」の建設に関する国

の交付金の活用を目指している。当該交付金が交付された場合には、上記にかかわらず、

市は、事業者に対して、建替市営住宅の市に対する引渡しが完了した日から 60 日以内に、

建替市営住宅の補助対象施設建設費（建替市営住宅の整備業務に係る対価の概ね 45 パー

セントに相当する金額）を支払い、かつ、残額（建替市営住宅の整備業務に係る対価の概

ね 55 パーセントに相当する金額）を割賦の対象とする（但し、国による交付金の支給率

は、年度により変動することがあるため、支払額は交付決定後に確定されるものであるこ

とに留意すること。）。 

また、建替市営住宅の維持管理業務に係るサービス対価について、市は、建替市営住宅

の市に対する引渡しが完了した日から事業契約期間中に、事業者に対して、事業契約に定

める額を事業期間にわたり、年 2回に平準化して支払う。 

（2） 定住促進住宅 

定住促進住宅に関する市の事業者に対する支払は、事業者が実施する本事業における定

住促進住宅の整備業務に係る対価及び定住促進住宅の維持管理・運営業務に係るサービス

対価とする。

市は、定住促進住宅の整備業務に係る対価については、定住促進住宅の市に対する引渡

しが完了した日から事業期間の終了日までに、事業者に対して、市及び事業者の間で締結

する事業契約に定める額を 30 年間の割賦方式により、年 2 回の 9 月末日及び 3 月末日に

元利均等方式により支払うものとする。 

なお、定住促進住宅に係る事業は、「地域優良賃貸住宅」の建設に関する国の交付金の活

用を目指している。当該交付金が交付された場合には、上記にかかわらず、市は、事業者

に対して、定住促進住宅の市に対する引渡しが完了した日から 60 日以内に、定住促進住

宅の補助対象施設建設費（定住促進住宅の整備業務に係る対価の概ね 45 パーセントに相

当する金額）を支払い、かつ、残額（定住促進住宅の整備業務に係る対価の概ね 55パーセ

ントに相当する金額）を割賦の対象とする（但し、国による交付金の支給率は、年度によ

り変動することがあるため、支払額は交付決定後に確定されるものであることに留意する

こと。）。 

また、定住促進住宅の維持管理・運営業務に係るサービス対価について、市は、定住促

進住宅の市に対する引渡しが完了した日から事業契約期間中に、事業者に対して、事業契

約に定める額を事業期間にわたり、年 2回に平準化して支払う。

（3） 関連公共施設等 

関連公共施設等に関する市の事業者に対する支払は、事業者が実施する本事業における

関連公共施設等の整備業務に係る対価とする。

市は、関連公共施設の整備業務に係る対価については、市に対する引渡しが完了した日
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から事業期間の終了日までに、事業者に対して、市及び事業者の間で締結する事業契約に

定める額を 30 年間の割賦方式により、年 2 回の 9 月末日及び 3 月末日に元利均等方式に

より支払う。 

なお、関連公共施設等に係る事業は、国の交付金の活用を目指している。当該交付金が

交付された場合には、上記にかかわらず、市は、事業者に対して、関連公共施設等の市に

対する引渡しが完了した日から 60 日以内に、補助対象施設建設費に相当する金額を支払

い、かつ、残額を割賦の対象とする（但し、国による交付金の支給率は、年度により変動

することがあるため、支払額は交付決定後に確定されるものであることに留意すること。）。 

（4） 入居者移転支援 

市の事業者に対する支払は、事業者が実施する本事業における入居者移転支援に係る対

価とする。

市は、入居者移転支援に係る対価については、入居者の移転が完了し、請求を受けた日

から 30 日以内に全額一括で支払う。 

１.１０.本事業に必要と想定される根拠法令等 

本事業を実施するにあたり、遵守すべき法令（施行令及び施行規則等を含む。）、基準等は次

に示すとおりである。このほか、事業者は、本事業に関連する法令等を遵守する。 

また、関係法令に基づく許認可等が必要な場合は、事業者がその許認可等を取得すること。

なお、建替市営住宅、定住促進住宅で住宅の設置目的（住宅機能）が異なることから、関係

基準等はそれぞれの住宅の設置目的に関連するものに関して適用される。詳細は募集要項等に

おいて提示する。 

〔関係法令等〕 

各法令等は、いずれも最新の法令等を適用する。 

1) 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律 

（平成 11年 7月 30 日法律第 117 号） 

2) 民間資金等の活用による公共施設等の整備等に関する事業の実施に関する基本方針 

（平成 12年 3月 13 日総理府告示第 11 号） 

3) 地方自治法（昭和 22年 4 月 17 日法律第 67 号） 

4) 建築基準法（昭和 25年 5 月 24 日法律第 201 号） 

5) 公営住宅法（昭和 26年 6 月 4 日法律第 193 号） 

6) 都市計画法（昭和 43年 6 月 15 日法律第 100 号） 

7) 消防法（昭和 23年 7月 24 日法律第 186号） 

8) 住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成 11年 6 月 23 日法律第 81号） 

9) 公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成 17 年 3 月 31 日法律第 18号） 

10)特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成 5年 5月 21 日法律第 52 号） 

11)特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律 

（平成 19年 5月 30 日法律第 66 号） 

12)高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律 
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（平成 18年 6月 21 日法律第 91 号） 

13)道路法（昭和 27年 6月 10 日法律第 180号） 

14)電波法（昭和 25年 5月 2 日法律第 131号） 

15)水道法（昭和 32年 6月 15 日法律第 177号） 

16)下水道法（昭和 33 年 4月 24 日法律第 79 号） 

17)電気事業法（昭和 39年 7 月 11 日法律第 170 号） 

18)ガス事業法（昭和 29年 3 月 31 日法律第 51 号） 

19)地球温暖化対策の推進に関する法律（平成 10年 10 月 9 日法律第 117 号） 

20)廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45年 12 月 25 日法律第 137 号） 

21)資源の有効な利用の促進に関する法律（平成 3年 4月 26 日法律第 48号） 

22)建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12年 5 月 31 日法律第 104 号） 

23)地域優良賃貸住宅制度要綱（平成 19 年 3月 28 日国住備第 160 号） 

（改正 平成 29年 4月 26 日国住備第 17 号） 

24)地域優良賃貸住宅整備基準（平成 19 年 3月 28 日国住備第 164 号） 

（改正 平成 23年 3月 30 日国住備第 190 号） 

25)山梨県建築基準法施行条例（昭和 36 年 4月 10 日条例第 19号） 

26)山梨県建築基準法施行細則（昭和 26 年 3月 19 日規則第 13号） 

27)山梨県屋外広告物条例（平成 3年 12 月 24 日条例第 35 号） 

28)やまなし子ども・子育て支援条例（平成 29 年 10 月 20 日条例第 34 号） 

29)山梨県障害者幸住条例（平成 5年 10 月 14 日山梨県条例第 30 号） 

（改正 平成 27年 12 月 25 日山梨県条例第 50号） 

30)大月市開発行為指導要綱（昭和 49年 7月 23 日決裁） 

31)道路構造令（昭和 45年 10 月 29 日政令第 320 号） 

32)その他、本事業に関係する法令 

〔関係基準等〕 

1) 建築・設備設計基準及び同解説 最新版（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

2) 公共建築工事標準仕様書及び同標準図 最新版（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

3) 公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）及び同標準図 最新版 

（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

4) 公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）及び同標準図 最新版 

（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

5) 公共住宅建設工事共通仕様書 最新版（国土交通省住宅局住宅総合整備課監修） 

6) 公共住宅建設工事共通仕様書解説書（総則編・調査編・建築編） 最新版 

（国土交通省住宅局住宅総合整備課監修） 

7) 公共住宅建設工事共通仕様書解説書（総則編・電気編） 最新版 

（国土交通省住宅局住宅総合整備課監修） 

8) 公共住宅建設工事共通仕様書解説書（総則編・機械編） 最新版 

（国土交通省住宅局住宅総合整備課監修） 
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9) 公共住宅建設工事共通仕様書別冊 部品及び機器の品質性能基準 最新版 

（国土交通省住宅局住宅総合整備課監修） 

10)公共住宅建築工事積算基準 最新版（国土交通省住宅局住宅総合整備課監修） 

11)公共住宅電気設備工事積算基準 最新版（国土交通省住宅局住宅総合整備課監修） 

12)公共住宅機械設備工事積算基準 最新版（国土交通省住宅局住宅総合整備課監修） 

13)公共住宅屋外設備工事積算基準 最新版（国土交通省住宅局住宅総合整備課監修） 

14)高齢者が居住する住宅の設計に係る指針（平成 13 年 8 月 6 日国土交通省告示第 1301

号） 

15)長寿社会対応住宅設計マニュアル 集合住宅編（建設省住宅局住宅整備課監修） 

16)共同住宅の防犯設計ガイドブック 防犯に配慮した共同住宅に係る設計指針解説 

（財団法人ベターリビング、財団法人住宅リホーム･紛争処理支援センター企画編集） 

17)建築物解体工事共通仕様書・同解説 最新版（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

18)建築工事における建設副産物管理マニュアル・同解説 最新版 

（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

19)公共工事コスト縮減対策に関する建設省新行動計画の解説 

20)山梨県建設リサイクル推進計画 2016 

21)山梨県建設リサイクルガイドライン 

22)大月市内の公共建築物等における木材の利用の促進に関する方針 

23)大月市市道認定基準要綱 

※ 参考基準等とは、同等又は同等以上の性能又は仕様のこととする。 

１.１１.実施方針（案）の説明会 

実施方針（案）に関する説明会は、新型コロナウイルス感染症拡大の防止の観点及び 10 都

府県に発出中の緊急事態宣言が令和 3年 2月 8日以降も延長されたことから実施しない。第１

章 1. 1.12.の実施方針（案）に関する質問・意見の受付は実施する。 

１.１２.実施方針（案）に関する質問・意見の受付及び質問回答・意見の公表 

実施方針（案）に関する質問・意見の受付及び質問回答・意見の公表を次の要領で行う。 

（1） 実施方針（案）に関する質問・意見の受付 

① 受付日時 令和 3年 2月 10 日（水）から 

 令和 3年 2月 26 日（金）午後４時まで 

② 提出方法 実施方針（案）に関して質問・意見がある民間事業者は、その内容を「【実

施方針様式１】実施方針（案）に関する質問書」及び「【実施方針様式２】

実施方針（案）に関する意見書」に簡潔に記載の上、電子メールにファイ

ル添付して下記へ送付すること。電子メール以外での受付は行わない。な

お、件名は「実施方針（案）質問・意見書」とすること。 

③ 送 付 先 大月市 産業建設部 建設課 住宅担当・施設営繕担当 
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E-mail：kensetsu-19206@city.otsuki.lg.jp 

（2） 実施方針（案）に関する質問回答・意見公表 

提出のあった質問・意見に対する回答は、質問・意見者の特殊な技術、ノウハウ等に係る

もの、質問・意見者の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれのあるものを除

き、令和3年3月8日（月）までに、市のホームページ（http://www.city.otsuki.yamanashi.jp/）

にて公表する。 

（3） 実施方針（案）に関するヒアリング 

実施方針（案）に関する説明会を実施しないことから、市は実施方針（案）について質問・

意見を提出した民間事業者に対して、積極的に実施方針（案）等に関するヒアリングを行う

予定である。 

１.１３.実施方針（案）の変更 

実施方針（案）の公表における民間事業者からの質問・意見、及び第１章 1. 1.12. (3)の

ヒアリング等を踏まえ、特定事業の選定・公表までに、実施方針（案）の内容を見直し、変更

を行うことがある。 

なお、実施方針（案）の変更は、特定事業の選定・公表と同時期に、実施方針（改訂版）を

市のホームページにて公表する。 

２. 特定事業の選定方法・公表等に関する事項

２.１. 選定方法 

市は、実施方針（案）の公表及び実施方針（案）に関する質問回答・意見等の手続を経て、

次の評価基準に基づき、市自らが本事業を実施する場合と比較して、民間事業者が実施するこ

とにより、効率的かつ効果的に実施されると認められる場合に、本事業を特定事業として選定

する。 

２.２. 本事業のＰＦＩ特定事業の評価基準 

以下の手順により、本事業を客観的に評価する。 

（1） 事業期間中の長期収支表による各年度の財政支出の発生の確認等の定量的な評価 

（2） 本事業をＰＦＩ事業として実施することについての定性的評価 

（3） 民間事業者に移転されるリスクの検討による市のリスクの軽減の評価 

（4） 上記(1)乃至(3)の検討による総合評価 

２.３. 選定結果の公表方法 

前項に基づき本事業の特定事業選定検討結果を、評価の内容と併せて、市のホームページに

て公表する。 
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第２章 民間事業者の募集及び選定に関する事項

１. 優先交渉権者の決定に係る基本的な考え方

本事業は、調査・設計、建設段階から維持管理・運営段階の各業務を通じて、事業者に効率

的かつ効果的な行政サービスの提供を安定的・継続的に求めるものである。 

したがって、優先交渉権者の決定にあたっては、公募により、公平性、透明性が確保される

適切な方法に配慮した上で、公募プロポーザル方式を採用する予定とする。 

２. 優先交渉権者の決定に係る手順及びスケジュール（予定）

優先交渉権者の決定に係る手順及びスケジュールは、「【実施方針資料１】事業スケジュール

表（案）」を参照すること。 

２.１. 募集要項等の公表 

実施方針（案）に関する質問・意見及び第１章 1. 1.12. (3)のヒアリング等を踏まえ、公

募公告、募集要項（案）、様式集、要求水準書（案）、優先交渉権者決定基準（案）、基本協定（案）

及び事業契約（案）等（以下、「募集要項等」という。）を市のホームページにて公表する。 

２.２. 募集要項等に関する質問回答 

募集要項等に関する質問を受け付け、回答を行う。具体的な日程については、募集要項等に

おいて提示する。 

２.３. 参加表明書、参加資格確認申請書の受付、参加資格確認審査の結果の通知 

公募参加希望者に対して、参加表明及び参加資格確認申請に必要な書類の提出を求める。 

参加資格確認審査の結果は、参加希望者に通知する。 

参加表明書及び参加資格確認申請書の提出方法・時期、必要書類の詳細等については、募集

要項等において提示する。 

２.４. 提案書の受付 

参加資格確認審査の通過者に対して、募集要項等に基づき本事業に関する事業計画等の提案

内容を記載した提案書の提出を求める。 

提案書の提出方法・時期、必要書類の詳細等については、募集要項等において提示する。 

２.５. 事業者選定委員会による優先交渉権者の選定、市による優先交渉権者の決定・公表

提案書の審査による事業者選定委員会の意見を受け、市が優先交渉権者を決定し、公募参加

者に通知するとともに、市のホームページにて公表する。 

２.６. 基本協定の締結、審査講評の公表、事業契約に係る協議、事業契約（仮契約）の締結 

市は、優先交渉権者との事業契約（仮契約）の締結に先立って、本事業に係る基本協定を優
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先交渉権者の代表企業と締結する。 

なお、基本協定の締結により、優先交渉権者を事業者（以下、事業者が特別目的会社（ＳＰ

Ｃ）を設立する場合には、事業者を「ＳＰＣ」と読み替えるものとする。）として決定する。但

し、優先交渉権者との協議の結果、基本協定の締結に至らなかった場合には、事業者選定委員

会における評価点が高い順に基本協定の協議を行う。 

市は、基本協定の締結後、審査講評及び審査結果の詳細について公表する。 

市は、基本協定の締結後、事業契約に係る協議及び文言の明確化を行い、事業契約を事業者

と仮契約を締結する。 

当該事業契約は、市議会における議決をもって正式に効力を発生するものとする。 

３. 公募参加者の備えるべき参加要件等

３.１. 公募参加者の参加要件 

公募参加者は、本事業の設計を実施する者（以下、「設計企業」という。）、工事監理を実施す

る者（以下、「工事監理企業」という。）、建設を実施する者（以下、「建設企業」という。）、維

持管理を実施する者（以下、「維持管理企業」という。）、運営を実施する者（以下、「運営企業」

という。）、移転支援を実施する者、及びマネージメントを実施する者等で構成されるグループ

（以下、「公募参加グループ」という。）を想定する。建設企業においては、建築一式及び土木

一式工事に従事する者の参加を必須とするが、その他の専門工事（電気工事、管工事、解体工

事等）に従事する者の参加は任意とする。 

（1） 設計企業・工事監理企業・建設企業・維持管理企業・運営企業は、必ず公募参加グループ

に含むこと。 

（2） 公募参加者は、参加表明書及び参加資格確認申請書の提出時に、公募参加グループにおけ

る設計企業・工事監理企業・建設企業・維持管理企業・運営企業等全ての参加企業（以下、

「構成員」という。）を明らかにすること。 

（3） 公募参加者は公募参加グループ全体の代表企業を選定し、代表企業は、必ず公募に係る窓

口企業となり、公募に関する手続を行うこと。 

なお、設計業務、工事監理業務、建設業務、維持管理業務、運営業務等については、市

が募集要項等において提示する当該業務の一部を、第三者（以下、「協力企業」という。）

に再委託（再発注）することは認められる。 

※大月市に登記上の本店がある協力企業に発注を行う場合には、その発注額に応じて、審

査の際、地域貢献点を加点するものとする。（加点の方法・点数は、後に公表する優先交

渉権者決定基準に示す。） 

（4） 参加表明書により参加の意思を表明した公募参加グループの代表企業の変更は認めない。 

（5） 参加表明書により参加の意思を表明した公募参加グループの構成員の変更も原則として

認めない。但し、やむを得ない事情が生じた場合には、市と協議を行い、提案書の受付期

限日の前日までに市が承諾した場合に限り、代表企業を除く構成員の変更及び追加を行う



 13

ことができる。 

（6） 構成員は、他の公募参加グループの構成員として重複参加は認めない。また、公募参加グ

ループの構成員のいずれかと資本面・人事面において関連がある者が他の公募参加グルー

プの構成員になっていないこと。 

注) 実施方針（案）において「資本面・人事面において関連がある者」とは、次に定め

る基準のいずれかに該当する者をいう。 

（ア）資本関係 

以下のいずれかに該当する二者の場合。但し、子会社（会社法（平成 17年法律第 86

号）第 2条第 3号の規定による子会社をいう。以下、同じ。）又は子会社の一方が、会

社更生法（平成 14 年法律第 145 号）第 2条第 7項に規定する更生会社（以下「更生会

社」という）又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 2条第 4号に規定する再生

手続が存続中の会社である場合を除く。 

a. 親会社（会社法（平成 17 年法律第 86 号）第 2 条第 4 号の規定による親会社をい

う。以下、同じ。）と子会社の関係にある場合 

b. 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合 

（イ）人的関係 

以下のいずれかに該当する二者の場合。但し、a.については、会社の一方が更生会

社又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 2 条第 4 号に規定する再生手続が存

続中の会社である場合を除く。 

a. 一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合 

b. 一方の会社の役員が、他方の会社の会社更生法（平成 14 年法律第 145 号）第 67 条

第 1項又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 64 条第 2項の規定により選任

された管財人を現に兼ねている場合 

（ウ）その他公募プロポーザルの適正さが阻害されると認められる場合 

その他上記（ア）又は（イ）と同視しうる資本関係又は人的関係があると認められ

る場合 

３.２. 公募参加グループの構成員の資格要件 

公募参加グループの構成員のうち、設計企業、建設企業、工事監理企業は、それぞれ次の資

格要件を満たすこと。 

なお、複数の資格要件を満たす者は、複数の業務を実施することができる。また、公募参加

グループの構成員で次の資格要件を全て満たしていること。 

（1） 設計企業 

1)建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 23 条の規定に基づく一級建築士事務所の登録をし

ていること。 
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2)平成 23 年以降に、鉄骨造又は鉄筋コンクリート造の共同住宅の設計実績を有すること。 

（2） 建設企業 

1)建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第 3 条第 1 項の規定により、建築一式、土木一式に

つき特定建設業の許可を受けた者であること。 

2)建設企業のうち、上記 1)以外の建設工事（建設業法第 2条第 1項に規定する建設工事（電

気工事、管工事、解体工事等））に従事する者を構成員に含める場合には、建設業法第 3条

第 1項の規定による当該業種に応じた特定建設業の許可（電気工事業、管工事業、解体工

事業等）を受けた者であること。 

3)平成 23 年以降に、鉄骨造又は鉄筋コンクリート造の共同住宅の建設実績を有すること。 

（3） 工事監理企業 

1)建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 23 条の規定に基づく一級建築士事務所の登録をし

ていること。 

2)平成 23 年以降に、鉄骨造又は鉄筋コンクリート造の共同住宅の設計実績を有すること。 

3)設計企業と建設企業が同一又は資本面・人事面において関連がある場合には、当該の設計

企業以外の工事監理企業を、構成員に含めること。 

３.３. 公募参加企業又は公募参加グループの構成員等の制限 

以下に該当する者は、公募参加企業、並びに公募参加グループの構成員及び協力企業になる

資格を有しない。なお、市は、資格要件確認のため、警察に対して照会する場合がある。 

（1） 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4の規定に該当する者。 

（2） 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条の規定による更生手続開始の申立てがなさ

れている者（但し、更生手続開始の決定を受けた者を除く。）。 

（3） 民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 21 条の規定による再生手続開始の申立てがなさ

れている者（但し、再生手続開始の決定を受けた者を除く。）。 

（4） 大月市指名停止等措置要領による指名停止の期間中である者。 

（5） 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 10 条第 1 項又は第 26 条第 2 項の規定に基づく処

分を受けている者。 

（6） 直近 2年間の法人税、消費税又は法人市民税を滞納している者。 

（7） 自己又は自社の役員等が、次の各号のいずれかに該当する場合、又は次の各号に掲げる者

が、その経営に実質的に関与している場合。 

1) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成 3年法律第 77 号）第 2

条第 2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

2) 暴力団員（同法第 2条第 6号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

3) 暴力団員でなくなった日から 5年を経過しない者。 

4) 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をも

って暴力団又は暴力団員を利用している者。 

5) 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等、直接的又は積極
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的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者。 

6) 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者。 

7) 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者。 

（8） 市が本事業のために設置する事業者選定委員会の委員（以下、「審査委員」という。）又は

審査委員が属する企業若しくは団体と資本面・人事面において関連がある者。なお、本(8)

において、資本面・人事面において関連のある者とは、第２章 3. 3.1. (6)の記載に加え

社員等の派遣を含む。なお、事業者選定委員会の委員については、募集要項等において提

示する。 

（9） 公募参加グループに属する企業が、本事業の優先交渉権者決定公表までの間、本事業に関

連して審査委員への接触や他の参加者への謀議などにより、審査に影響を及ぼすおそれの

ある不正若しくは悪質な行為を行ったと審査委員会が判断した場合には、公募参加グルー

プは本事業への参加資格を失う。 

（10）本事業に係るアドバイザー業務に関与した以下の者、又は以下の者と資本面・人事面に

おいて関連がある者。 

・株式会社パスコ 

・長島・大野・常松法律事務所 

３.４. 公募参加者の備えるべき参加要件等に関する確認基準日 

公募参加者の備えるべき参加要件等に関する確認基準日は、参加表明書の提出期限日とする。 

提案書の受付期限日から優先交渉権者決定の日までに公募参加者の備えるべき参加要件等

を欠く事態が生じた公募参加グループは失格とする。 

４. 審査及び優先交渉権者の選定に関する事項

４.１. 審査に関する基本的な考え方  

（1） 審査は、有識者及び市の職員等で構成する事業者選定委員会において行うものとし、具体

的な優先交渉権者の選定基準については、募集要項等公表時に優先交渉権者決定基準（案）

を提示する。 

（2） 事業者選定委員会においては、事業計画、施設計画、維持管理計画、運営計画、リスク管

理計画及び事業者の提案するサービス対価の額等を踏まえて総合的に提案書等の審査を

行い、優先交渉権者を選定し、市に対して意見書を提出する。 

４.２. 審査手順に関する事項 

審査は、次の手順により行う。 

（1） 審査資格 

公募参加者の備えるべき参加要件等に関する適格審査 

（2） 提案審査 

1)基本的要件に関する適格審査 
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2)優先交渉権者決定基準に基づく、事業計画、施設計画、維持管理計画、運営計画、リスク

管理計画及び市が支払うサービス対価の提案額等の総合的な提案内容に関する審査（審査

の方法、配点、基準及び視点等は、優先交渉権者決定基準に示す。） 

（3） 提案内容に関するヒアリング評価 

提案内容に関し、各公募参加者のヒアリングを実施する。 

４.３. 審査結果及び評価の公表方法 

（1） 審査結果の公表 

事業者選定委員会の提案書の審査に基づく意見を参考に、市が優先交渉権者を決定し、公

募参加者に通知するとともに、市のホームページにて公表する。 

市は、基本協定の締結後、審査講評及び公募結果の詳細について公表するものとする。 

（2） 優先交渉権者を決定しない場合 

市は、民間事業者の募集、優先交渉権者の決定において、公募参加者がいない場合、又は

いずれの公募参加者の提案も規定の審査水準に達しない等の理由により、本事業をＰＦＩ事

業として実施することが適当でないと判断された場合には、優先交渉権者を決定せず、特定

事業の選定を取り消す等の決定を行う。 

この場合には、かかる旨を速やかに公表する。 

４.４. 契約に関する基本的な考え方 

（1） 事業計画の概要 

優先交渉権者の決定後速やかに、市は優先交渉権者の代表企業と本事業に係る基本協定を

締結する。なお、基本協定の締結により、優先交渉権者を事業者として決定する。 

また、市は基本協定の締結後、事業者と事業契約の協議を行い、仮契約を締結する。なお、

当該仮契約は、市議会における議決をもって、正式な事業契約として効力が発生する。 

事業契約は、調査・設計、建設及び維持管理・運営の各業務について包括的かつ詳細に規

定し、事業期間終了日までの契約とする。 

（2） 特別目的会社（ＳＰＣ）を設立する場合 

事業者が特別目的会社（以下、「ＳＰＣ」という。）を設立する場合には、基本協定締結後、

市との仮契約の調印までに、本事業を実施する会社法（平成 17年法律第 86 号）に定める株

式会社として、本社（会社法に規定する「本店の所在地」）を大月市とするＳＰＣを設立す

る。ＳＰＣの出資金の額は、事業者の提案とし、市は特に金額を設定しない。 

なお、全ての構成員が出資する必要はないが、ＳＰＣから直接業務を請け負い、又は委託

を受ける構成員（以下、「構成企業」という。）は必ずＳＰＣに対して出資し、構成企業の出

資比率の合計は、全体の 50 パーセントを超えること。また、代表企業は全ての出資者のう

ち最大の出資比率とすること。 

全ての出資者は、事業契約が終了するまでＳＰＣの株式を保有するものとし、市の事前の

書面による承諾がある場合を除き、譲渡、担保権等の設定その他一切の処分を行ってはなら

ない。 
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４.５. 提出書類の取扱い 

（1） 著作権 

本事業に関する提案書の著作権は、公募参加者に帰属する。但し、本事業において優先交

渉権者の決定の公表時及びその他市が必要と認めるときには、市は提案書の全部又は一部を

無償で使用できる。この場合、市は、上記目的に必要な範囲で、提案書に含まれる著作物の

全部又は一部を変更、切除又は改変でき、かつ、公募参加者はその著作者人格権を行使しな

い。 

公募参加者は、提案書が第三者の著作権を侵害するおそれがないことを保証し、万が一、

提案書の利用により市が損害又は損失を被った場合には、当該公募参加者は、市に対して当

該損害及び損失を賠償及び補償する。 

また、市は、事業契約の締結に至らなかった公募参加者の提案書及び提案書に含まれる著

作物については、本事業の事業者選定の審査結果に関する公表の目的以外には使用しない。

なお、本事業に関して提出された書類は返却しない。 

（2） 特許権 

公募参加者が、特許権、実用新案権、意匠権及び商標権等の法令に基づいて保護される第

三者の権利の対象となっている工事材料又は施工方法等を使用したことに起因する一切の

責任は、当該公募参加者が負う。万が一、これにより市が損害又は損失を被った場合には、

当該公募参加者は市に対して当該損害及び損失を賠償及び補償する。 
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第３章 民間事業者の責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施の確保に

関する事項

１. 予想される責任及びリスクの分類と官民間での分担

１.１. 責任分担の考え方 

本事業における責任分担の考え方は、適正にリスクを分担することにより、より低廉で質の

高いサービスの提供を目指すものであり、事業者が担当する業務については、事業者が責任を

もって遂行し、業務に伴い発生するリスクについては、原則として事業者が負う。但し、市が

責任を負うべき合理的な理由がある事項については、事業契約の定めに従い、市が責任を負う。 

１.２. 予想されるリスクと責任分担 

市と事業者の責任分担は、原則として「【実施方針資料２】リスク分担表（案）」によること

とし、実施方針（案）等に関する質問回答及び意見の結果を踏まえ、必要な事項については、

募集要項等と同時に公表予定の事業契約（案）において提示する。 

１.３. 保険 

市が優先交渉権者・事業者に求める保険の種類については、募集要項等において提示する。 

２. 提供されるサービス水準

本事業において、市が要求する本業務の要求性能及びサービス水準については、募集要項・

要求水準書等において提示する。 

３. 市による本事業の実施状況の監視（モニタリング）

３.１. モニタリングの実施 

市は、事業者が定められた業務を確実に遂行し、要求水準書等に規定された水準（以下、「要

求水準」という。）を達成しているか否かを確認するため、本事業の実施状況についてモニタリ

ングを実施する。 

３.２. モニタリングの時期 

（1） 調査・設計時 

市は、事業者によって行われた調査・設計について、要求水準に適合するものであるか否

かについて確認を行う。 

確認の結果、要求水準に適合していないと市が判断した場合には、市は事業者に対して修

正又は変更を求めることができ、かつ、事業者は修正又は変更を実施しなければならない。 

（2） 工事施工時 

事業者は、建築基準法に規定される工事監理者を設置し、工事監理を行い、定期的に市に
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対して報告するとともに、工事施工及び工事監理の状況について市の確認を受ける。 

また、事業者は、市が要請した場合には、工事施工の事前説明及び事後報告、並びに工事

現場での施工状況の説明を行う。 

（3） 工事完成・施設引渡し時 

事業者は、施工記録を用意して現場で市の確認を受ける。市は、施工状態について要求水

準に適合するものであるか否かについて確認を行う。 

確認の結果、要求水準に適合していないと市が判断した場合には、市は事業者に対して補

修又は改造を求めることができ、かつ、事業者は補修又は改造を実施しなければならない。 

（4） 入居者移転支援時 

事業者は、入居者移転支援業務期間中、市の求めに応じて、業務の実施状況について報告

を行い、市の確認を受ける。 

（5） 施設供用開始後（維持管理・運営段階） 

市は、維持管理・運営段階において、定期的に維持管理・運営業務の実施状況を確認する。 

（6） 財務の状況に関するモニタリング 

事業者は、毎年度、決算書類を含む事業報告書により財務の状況について、市に報告する。 

３.３. モニタリングの方法 

モニタリングは、年 2回、書類及びヒアリングにより実施する。 

３.４. モニタリングの費用の負担 

市が実施するモニタリングに係る費用のうち、市に生じる費用は市の負担とし、その他の費

用は事業者の負担とする。 

３.５. 事業者に対する対価の減額等 

モニタリングの結果、要求水準を満たしていない場合には、市は、事業者に対して、是正勧

告を行い、一定期間内に是正策の具体案を作成させ、実施を求めることができる。また、この

場合、市は、事業契約で定められた条件に従って事業者に対して支払うべき対価につき減額等

を行うことができる。 
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第４章 公共施設等の立地並びに規模及び配置等に関する事項

実施方針（案）公表時点における公共施設等の立地並びに規模及び配置等に関する事項につ

いては、以下のとおりとする。 

なお、当該事項の詳細な内容については、公募公告時に公表する募集要項等に添付する要求

水準書（案）において提示する。 

１. 立地条件

事業計画地は大月市街地の東側に位置し、国道 20 号（甲州街道）に面しており、JR 中央本

線猿橋駅から約 700ｍの距離にある｡ 

（1） 位  置：大月市駒橋 3丁目 2番 1号～7号 

（2） 権利形態：市所有地 

（3） 敷地面積：4,679.14 ㎡（実測、一部図上計測）【実施方針資料４】参照 

（4） 接道道路：北側道路 幅員約 9ｍ（国道 20 号） 

南側道路 幅員約 3ｍ（建築基準法第 42条第 2項道路） 

（5） 法規制状況 

用途地域：準住居地域 

建蔽率：60 パーセント  容積率：200 パーセント 

（6） 隣接地状況 

南西側は土砂災害警戒区域（急斜面地）に指定されており、南東、東、西、北側は住宅地

（店舗等を含む）となっている。 

２. 土地の使用に関する事項

事業者は事業契約締結後、本事業に供する事業計画地を施設整備に必要な範囲で使用するこ

とができる。 

３. 施設概要

３.１. 建替市営住宅 

（1） 住居棟 

１ＤＫタイプ（住戸専用面積 42 ㎡程度）8戸程度 

２ＤＫタイプ（住戸専用面積 56 ㎡程度）8戸程度 

３ＤＫタイプ（住戸専用面積 63 ㎡程度）4戸程度 

※建屋の階層は 4階建てまでとする。 

※既存市営住宅からの転居者を優先して入居させるために必要な間取り、戸数を確保す

ること。なお、当該転居者の予定数は募集要項等において提示する。 

（2） コミュニティスペース（集会所） 

入居者等の福利施設として１階にスペースを確保すること。 
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（3） 駐車場・駐輪場等 

駐車場：各戸 1台分以上を確保するものとし、緊急用又は身障者用として別途 2台分のス

ペースを確保すること。 

駐輪場：屋根付き駐輪場を確保すること。なお、自動二輪車用の駐輪場は考慮しない。 

※駐輪場の確保台数は事業者の提案による。 

３.２. 定住促進住宅 

（1） 住居棟 

３ＬＤＫタイプ（住戸専用面積 72 ㎡程度）28戸程度 

※敷地要件から、３ＬＤＫタイプ 35 戸（7戸×5階建て）の建築が可能である。 

※事業者の提案により住居タイプ、戸数の変更を可能とする。 

（2） コミュニティスペース（集会所） 

入居者等の福利施設として１階にスペースを確保すること。 

（3） 駐車場・駐輪場 

駐車場：各戸 1台分以上を確保するものとし、緊急用又は身障者用として別途 2台分のス

ペースを確保すること。なお、各戸１台目を超える駐車場は有料化を想定してい

る。 

駐輪場：屋根付き駐輪場を確保すること。なお、自動二輪車用の駐輪場は考慮しない。 

※駐輪場の確保台数は事業者の提案による。 

３.３. 道路及び給排水施設等 

計画敷地の接道部分、敷地内道路、給排水施設等については管理者と協議の上、必要な整備

を実施する。 

３.４. 建替市営住宅の入居者移転支援 

事業者が実施する建替市営住宅の入居者移転支援は、石動団地から建替市営住宅への本移転

に係る支援に限る。既存駒橋団地の入居者の石動団地への当該仮移転に係る業務は本業務に含

まない。なお、既存市営住宅からの転居者の予定数は募集要項等において提示する。 

３.５. その他 

1) ごみ集積所、LPガス庫、緑地、生垣・フェンス等を整備すること（ごみ集積所について

は市の担当課と協議・調整を行うこと）。 

2) プレイロットなどの子供の遊び場や広場を事業者の提案により設置することも可能とす

る。 

４. 施設の引渡し日

事業者は、市に対して、以下に定める日までに、両施設を引き渡す。 

建替市営住宅：令和 6年 1月末日 
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定住促進住宅：令和 6年 1月末日 
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第５章 事業計画又は事業契約の解釈について疑義が生じた場合の措置に

関する事項

事業計画又は事業契約の解釈について疑義が生じた場合には、市と事業者は誠意をもって協

議する。 

また、本事業に関する紛争については甲府地方裁判所都留支部を第一審の専属的合意管轄裁

判所とする。 
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第６章 本事業の継続が困難となった場合の措置に関する事項

１. 事業者の責めに帰すべき事由により本事業の継続が困難になった場合

（1） 事業者の責めに帰すべき事由により、事業者が事業契約上の事業者の義務に違反した場合

（要求水準を満たしていない場合を含む。）又はそのおそれがある場合には、市は、事業

者に対して是正勧告を行い、一定期間内に是正策の具体案を作成させ、実施を求めること

ができる。また、この場合、市は、事業契約で定められた条件に従って事業者に対して支

払うべき対価につき減額等を行うことができる。 

（2） ①上記(1)で規定された一定の期間内に事業者の義務違反が是正されない場合、②事業者

に関し、支払の停止があった場合、若しくは破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生

手続開始、特別清算開始その他これに類似する法的整理手続開始の申立（日本国外におけ

る同様の申立を含む。）があったこと若しくはこれらの手続が開始された場合、③事業者

側の事由により本事業の継続が困難となった場合、又は④その他事業契約で規定される事

由が発生した場合には、市は事業者との事業契約を解除できる。この場合には、事業者は、

市に対して、事業契約に従って、違約金等を支払う。 

２. 市の責めに帰すべき事由により本事業の継続が困難になった場合

市の責めに帰すべき事由により、市が事業契約上の市の重大な義務に違反し一定期間内に当

該違反が是正されない場合、又は事業契約上の市の債務が履行不能となった場合には、事業者

は、事業契約の定めに従って、市との事業契約を解除できる。この場合、市は、事業者に対し

て、事業契約に従って、事業者が被った損害、損失及び費用を賠償及び補償する。

３. その他の事由により本事業の継続が困難となった場合

事業契約に定めるその事由に基づく対応方法に従う。 

４. 市及び金融機関の間における直接協定の締結

市は、事業者が事業資金をプロジェクトファイナンスの方法により調達する場合には、一定

の重要事項に関して、必要に応じて、事業者に対して資金提供を行う金融機関との間で直接協

定を締結する。 
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第７章 法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援等に関す

る事項

１. 法制上及び税制上の措置に関する事項

現段階では、本事業に関する法制上及び税制上の措置等は想定していない。 

事業者が本事業を実施するにあたり、法改正等により、法制上又は税制上の措置が適用され

ることとなる場合には、市は事業者と協議する。 

２. 財政上及び金融上の支援に関する事項

事業者が本事業を実施するにあたり、財政上及び金融上の支援を受けることができる可能性

がある場合には、市はこれらの支援を事業者が受けることができるように合理的な範囲で協力

する。 

３. その他支援に関する事項

（1） 事業実施に関し、事業者が必要とする許認可等の取得に関して、市は事業者に合理的な範

囲で協力する。 

（2） 法改正等により、その他の支援が適用される可能性がある場合には、市は事業者と協議を

行う。 
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第８章 その他特定事業の実施に関して必要な事項

１. 議会の議決

（1） 債務負担行為の設定に関する議案を令和 3年 6月の市定例議会に提出予定。 

（2） 事業契約に関する議案を令和 3年 12 月の市定例議会に提出予定。 

２. 情報公開及び情報提供

本事業に関する情報提供は、市のホームページにて適宜公表する。 

３. 公募に伴う費用負担

公募参加者の公募に係る費用については、全て公募参加者の負担とする。 

４. 添付書類等

【実施方針様式１】 実施方針（案）に関する質問書 

【実施方針様式２】 実施方針（案）に関する意見書 

【実施方針資料１】 事業スケジュール表（案） 

【実施方針資料２】 リスク分担表（案） 

【実施方針資料３】 案内図・配置図 

【実施方針資料４】 現況平面図・敷地境界測量図 

【実施方針資料５】 敷地縦断面図・横断面図 

【実施方針資料６】 地質調査資料 

【実施方針資料７】 アスベスト含有材使用状況調査資料 

【実施方針資料８】 上水道配管図 

【実施方針資料９】 公共下水道台帳 

５. 本事業に関する問い合わせ窓口

所管課：大月市 産業建設部 建設課 住宅担当・施設営繕担当 

所 在：〒401-0015 山梨県大月市大月町花咲 1608-19 花咲庁舎 

電 話：0554-20-1853（直通） 

ＦＡＸ：0554-20-1533 

E-Mail：kensetsu-19206@city.otsuki.lg.jp 

ホームページアドレス：http://www.city.otsuki.yamanashi.jp/ 

※なお、公平を期すため、事業の内容等についての回答はホームページに公表して行い、電

話や窓口等での直接回答は行わない。 
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【実施方針様式１】

実施方針（案）に関する質問書

令和 年 月 日

令和3年2月10日（水）に公表されました「（仮称）大月市駒橋地区市営住宅建替・定住促進

住宅整備事業」の実施方針（案）について、次のとおり質問を提出します。

質

問

者

会社名

所在地

所属･役職･氏名

電話番号

ファックス番号

メールアドレス

質

問

内

容

書類名

対象施設等  全般 ・ 両施設 ・ 建替市営住宅 ・ 定住促進住宅 ・ その他

質問項目

内  容

注）・質問内容は、具体的かつ簡潔に記入してください。
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【実施方針様式２】

実施方針（案）に関する意見書

令和 年 月 日

令和3年2月10日（水）に公表されました「（仮称）大月市駒橋地区市営住宅建替・定住促進

住宅整備事業」の実施方針（案）について、次のとおり意見を提出します。

質

問

者

会社名

所在地

所属･役職･氏名

電話番号

ファックス番号

メールアドレス

意

見

内

容

書類名

対象施設等  全般 ・ 両施設 ・ 建替市営住宅 ・ 定住促進住宅 ・ その他

意見項目

内  容

注）・意見内容は、具体的かつ簡潔に記入してください。
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【実施方針資料１】事業スケジュール表（案）

時    期 内      容 

令和 3年 2月10日（水） 

令和 3年 2月26日（金） 

令和 3年 3月 8日（月） 

令和 3年 4月上旬予定 

令和 3年 6月上旬予定 

令和 3年 6月中旬予定 

令和 3年 6月中旬予定 

令和 3年 6月中旬予定 

令和 3年 6月下旬予定 

令和 3年 7月中旬予定 

令和 3年 7月下旬予定 

令和 3年 9月下旬予定 

令和 3年10月上旬予定 

令和 3年10月下旬予定 

令和 3年11月下旬予定 

令和 3年12月上旬予定 

令和 3年12月下旬予定 

令和 4年 1月～令和 6年 1月 

令和 6年 1月 

令和 6年 2月 

令和 6年 2月～令和36年 3月 

令和 4年 1月～令和 6年 1月 

令和 6年 1月 

令和 6年 2月 

令和 6年 2月～令和36年 3月 

令和36年 3月 

実施方針（案）等の公表 

実施方針等に関する質問・意見の受付締切 

実施方針等に関する質問回答・意見の公表 

実施方針等に関するヒアリング 

債務負担行為の設定に関する市議会に対する議案の提出 

特定事業の選定・公表・募集要項等の公表（公募公告） 

募集要項等に関する説明会 

募集要項等に関する質問の受付 

募集要項等に関する質問回答の公表 

参加表明書、参加資格確認申請書の受付 

参加資格確認審査の結果の通知 

提案書の受付、事業者選定委員会の開催 

優先交渉権者の選定、優先交渉権者の決定・公表 

基本協定の締結、審査講評の公表 

事業契約（仮契約）の締結 

事業契約の締結に関する市議会に対する議案の提出 

事業契約の締結に関する市議会における議決 

建替市営住宅 設計・建設・入居者募集業務期間 

建替市営住宅 引渡し 

建替市営住宅 入居開始（建替市営住宅供用開始） 

建替市営住宅 維持管理・運営業務期間 

定住促進住宅 設計・建設・入居者募集業務期間 

定住促進住宅 引渡し 

定住促進住宅 入居開始（地域優良賃貸住宅供用開始） 

定住促進住宅 維持管理・運営業務期間 

事業契約の完了 
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【実施方針資料２】リスク分担表（案） 

 リスクの種類 リスクの種類・リスクの内容 
負担者 

市 事業者

共
通

契約リスク

議会の議決を得られないことによる契約締結の遅延・中止
○ 

※１

〇 

※１

上記以外の市の事由による契約締結の遅延・中止 ○  

事業者の事由による契約締由の遅延・中止  ○ 

制
度
関
係
リ
ス
ク

政治・行政リスク 本事業に直接影響を及ぼす市による政策の変更・中断・中止 ○  

法令変更リスク 法令の変更 ○  

許認可リスク 

事業者が取得すべき許認可の取得遅延又は不取得  ○ 

市の帰責事由による事業者が取得すべき許認可の取得遅延又

は不取得 
○  

税制変更リスク 
法人の利益や運営に係る税制の新設や変更 ○

上記以外の税制の新設や変更 ○  

社
会
リ
ス
ク

住民対策リスク 

本事業そのもの（要求水準書等で規定された要件を含む。）に

対する住民の理解が得られないことにより事業者に生じた損

害及び増加費用 

○  

提案内容に関し、住民の理解が得られないことにより事業者に

生じた損害及び増加費用 
 ○ 

本事業そのもの（要求水準書等で規定された要件を含む。）に

対する住民の理解が得られない場合以外の住民からの苦情に

より事業者に生じた損害及び増加費用 

 ○ 

第三者賠償リスク 
本事業の実施に起因して第三者に対して法令により賠償する

義務を負う損害 
 ○ 

環境関連リスク 
調査・工事による騒音・振動・地盤沈下・地下水の枯渇、大気

汚染・水質汚濁・臭気・電波障害等に関する対応 
 ○ 

債務不履行リスク 

市の帰責事由による債務不履行 ○  

事業者の帰責事由による債務不履行・構成員の帰責事由による

債務不履行 
 ○ 

不可抗力リスク 

天災・暴動等、自然・人為的な事象のうち、市又は事業者のい

ずれにも帰責事由のない自然災害及び戦争、暴動その他の人為

的な事由による損害・遅延・中断・中止 

○  

経
済
リ
ス
ク

資金調達リスク 
民間資金調達・確保  ○ 

交付金・補助金の調達・確保 ○  

金利リスク 金利変動  ○ 

物価変動リスク 民間資金調達・確保 
○ 

※２

○ 

※２ 
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 リスクの種類 リスクの種類・リスクの内容 
負担者 

市 事業者

共
通

警備リスク
事業者の帰責事由による盗難・器物破損等により事業者に生じ

た損害及び増加費用
○

要求水準未達リスク 
要求水準・提案内容水準の未達が発見された場合の改善・補修・

業務の変更等により事業者に生じた損害及び増加費用 
 ○ 

入居者リスク 入居者の不法行為等により事業者に生じた損害及び増加費用 ○  

設
計
・
建
設

測量調査リスク 

市が実施した測量・調査により事業者に生じた損害及び増加費

用 
○  

事業者が実施した測量・調査により事業者に生じた損害及び増

加費用 
 ○ 

地質障害・地中障害物・埋蔵文化財等により新たに必要となっ

た測量・調査により事業者に生じた損害及び増加費用 
○  

設計変更リスク 

市の提示条件・指示の不備、変更により事業者に生じた損害及

び増加費用 
○  

事業者の提示内容、指示、判断の不備により事業者に生じた損

害及び増加費用 
 ○ 

用地確保リスク 

事業用地の確保ができず、事業者が建設を行うことができない

ことにより事業者に生じた損害及び増加費用 
○  

工事・事業者の運営等に必要な用地の確保ができず、事業者が

建設を行うことができないことにより事業者に生じた損害及

び増加費用 

 ○ 

用地性状リスク 

市が事前に公表した資料から予見できるもの  ○ 

市の公表資料から予見できない文化財・土壌汚染・埋設物等の

障害物、地質障害等 
○  

工期変更・工事遅延リスク
市の指示・市の帰責事由によるもの ○  

事業者の帰責事由によるもの  ○ 

建設コスト増大リスク 
市の指示・市の帰責事由によるもの ○  

事業者の帰責事由によるもの  ○ 

工事中止リスク 
市の指示・市の帰責事由によるもの ○  

事業者の帰責事由によるもの  ○ 

維
持
管
理
運
営

維持管理・運営費用上昇 

リスク 

事業者の計画・見積の誤り等、事業者の事由によるもの  ○ 

市の指示（緊急時の対応を含む）（但し、要求水準の未達及び

事業者の帰責事由がある場合を除く）によるもの 
○  

施設損害リスク 

事業者の帰責事由による施設の損害及び事業者の増加費用  ○ 

市の帰責事由による施設の損害及び事業者の増加費用 ○  

第三者の不法行為による施設の損害及び事業者の増加費用 ○  

セキュリティリスク 

事業者の帰責事由による情報漏洩、事故発生等により事業者に

生じた損害及び増加費用 
 ○ 

上記以外の事由により事業者に生じた損害及び増加費用 ○  
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 リスクの種類 リスクの種類・リスクの内容 
負担者 

市 事業者

事
業
終
了

事業終了リスク 事業終了手続に係る事業者の諸経費・事業者の精算手続費用  ○ 

※１ 議会の議決が得られないことにより契約締結が遅延又は中止された場合には、それまでに要した市及び事

業者（優先交渉権者）の費用は、それぞれの負担とする。 

※２ 物価変動に一定程度の下降又は上昇があった場合には、一定調整を行う。具体的な調整方法については、事

業契約（案）において提示する。 


